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施設自治会ネット要望書を提出

―「グランドデザイン」をめぐって―

療護施設自治会全国ネットワークは1月28日、下記の要望書を厚労省に提出しました。


2005年1月28日
厚生労働大臣　尾辻秀久殿
療護施設自治会全国ネットワーク
会長　小峰和守
「グランドデザイン」の施設利用者の自己負担に関する要望
　平素は、障害保健福祉施策の推進にご尽力を賜り深く感謝申し上げます。
　さて、昨年の10月に発表された「今後の障害保健福祉施策について（改革のグランドデザイン案）」では、施設入所者の自己負担として医療費、食費、日用品費が打ち出され、さらに11月に、施設利用者の『手元金』（被服・履物、保健・医療、家具・家事用品、交通・通信、教育・娯楽費として充てられる額）として２万５千円（平成21年～２万１千円など）が示されました。

しかしながら、この『手元金』の額では施設利用者の生活は成り立ちません。そのわけはこの『手元金』の算定基準とした「最も消費支出が少ない世帯の一人」と施設利用者との間に以下のような大きな違いがあるからです。
①障害者は普通のことをするのにも「特別なニーズ」が必要な存在であること。
②施設の立地条件は「駅から離れ、近所に商店街もなく、周囲は山だか田だか畑だか、ともかく人の声のしないようなところ」であること。
③利用者の障害は重度化しているが、社会参加の意欲が高まっていること。
④支援費制度の導入以降、利用者個人に関わる費用が有料になっていること。
⑤施設利用者は日常生活用具給付の適用外であること。
⑥家族と離ればなれで２つの住みかに別れて生活していること。
　以上を具体的な出費例で示すと、①施設から買い物や通院や散髪などで外出するだけでも施設サービス料や職員などの付添料や、さもなければタクシー代が掛かる、②通院にしても自分で選択した病院となると交通費や介助者（職員）費用も自己負担となる、③外部とのコミュニケーションをとるための電話にしても電話線引き込み工事からインターネットを利用するための諸費用も自己負担である、④障害に起因する特殊な医療器具や生活用具なども個人負担である、⑤施設に依頼する買い物代行、銀行手続き代行、利用者の所持金品管理、荷物管理も支援費制度下ではすでに有料になっている、⑥さらに電話やインターネットや新聞は家庭なら共用の負担で済むが、施設利用者は一人で負担する、などをあげられます。
　一般の人が当たり前に外出し、健康を管理し、病院を選び、ＩＴを享受しているように、施設利用者も当たり前の生活を享受したいのです。それらが可能な所得保障が整備されているなら反対するものではありません。しかしながら、今回の『手元金』は外出はおろか医療費にも事欠く額であり、社会保障制度が充実する間、是非とも、国には『手元金』を見直して頂けるようお願いするものです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
参考文献「身体障害者療護施設居住者の生活と環境に関する2004年調査」１１頁以降
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